
令和元年6月26日

東京都江東区大島二丁目8番6号

多田建設株式会社

代表取締役　佐藤　俊也

貸借対照表（平成31年3月31日現在）

(単位：千円）

科　　目 科　　目

流  動  資  産 29,878,257 流　動　負　債 12,714,117

現金預金 14,384,823 支払手形 2,362,390

受取手形 1,949,111 工事未払金 4,838,694

完成工事未収入金 10,806,792 短期借入金 2,500,000

未成工事支出金 10,634 一年以内返済長期借入金 1,203,080

不動産事業等支出金 2,552,440 一年以内償還社債 20,000

未収入金 57,560 短期リース債務 42,804

その他 121,233 未払金 239,270

貸倒引当金 △ 4,338 未払法人税等 545,671

未払消費税等 224,085

固　定  資  産 3,408,756 未成工事受入金 119,932

有形固定資産 2,329,277 不動産事業等受入金 175,040

建物・構築物 200,435 完成工事補償引当金 157,807

工具器具・備品 4,779 賞与引当金 189,728

土地 1,615,712 その他 95,611

リース資産 64,556

建設仮勘定 443,792 固　定　負　債 3,120,994

長期借入金 1,871,040

無形固定資産 53,109 社債 320,000

リース債務 62,352

投資その他の資産 1,026,369 退職給付引当金 843,862

賃貸固定資産 230,551 その他 23,740

保険積立金 123,723

投資有価証券 305,517 負　債　合　計 15,835,112

繰延税金資産 302,201

その他 78,179

貸倒引当金 △ 13,804 株　主　資　本 17,413,948

資本金 300,000

利益剰余金 17,113,948

利益準備金 74,812

その他利益剰余金 17,039,136

繰越利益剰余金 17,039,136

(当期純利益) ( 2,202,731 )

評価・換算差額等 37,953

その他有価証券評価差額金 37,953

純　資　産　合　計 17,451,902

資　産　合　計 33,287,014 負債・純資産合計 33,287,014

純　　資　　産　　の　　部

第８４期決算公告

資　　産　　の　　部

金　　　額

負　　債　　の　　部

金　　　額



 

個 別 注 記 表 

【 重要な会計方針 】 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式……………総平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理） 

時価のないもの……総平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産、未成工事支出金及び不動産事業等支出金…個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

材料貯蔵品………………………………………………………先入先出法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産及び賃貸固定資産（リース資産を除く）……定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成 28 年 4 月 1 日以

降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物・設備・構築物     7～65 年 

工具器具・備品      5～20 年 

賃貸固定資産      18～38 年 

② 無形固定資産（リース資産を除く）…………………………定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法

を採用しております。 

③ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保に要する費用に備えるため、過去の実績等に基づき将来の見積補償額を計上

しております。 

③ 工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため当事業年度末における手持工事のうち、損失の発生が見込まれるものに

ついて、損失見込額を計上しております。 

なお当事業年度での計上はありません。 

④ 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づく当事業年度負担額を計上しております。 

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

役員および執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員および執行役員退職慰労金規程に基づく

当事業年度末要支給額を計上しております。 

 

(4) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

   完成工事高の計上は、請負金額が１億円以上で当期末までの進捗部分について成果の確実 

性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、その他の工事契約については工 

事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の期末における進捗度 

の見積りは原価比例法によっております。 

 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税および地方消費税に相当する額の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る 

控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。 


